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研究成果の概要（和文）：　次世代自動車テクノロジーの経済効果を計測するための空間経済モデルを開発し，我が国
やアジア地域を対象として，従来型自動車から次世代型自動車への技術シフトがもたらす経済効果や環境負荷に与える
影響を評価する．次世代自動車産業を組み込んだ多地域産業連関モデルと応用一般均衡モデルを用いて，日本と韓国の
地域や豊橋市を対象にして，次世代自動車の生産や利用，技術移転，技術伝播拡散がもたらす影響を明らかにする．

研究成果の概要（英文）： We develop spatial economic models and evaluate the impacts of the technology 
shift from the conventional vehicle to the next-generation vehicles on the regional economy and 
environmental issue in Japan and Asia. Using the multi-regional input-output model and the spatial 
general equilibrium model with the next-generation vehicle industry, we show the impacts of the 
production, technological transfer and technological propagation of the next-generation vehicle in 
regions of Japan and Korea, and Toyohashi city.

研究分野： 地域経済

キーワード： 応用一般均衡分析　次世代自動車　技術変化　地域経済　環境負荷
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１．研究開始当初の背景 
次世代自動車の技術革新が世界に広がり

つつある。次世代自動車テクノロジーは、今
後の日本経済や自動車関連産業、そしてアジ
ア地域の経済や環境に様々な影響をもたら
すことになる。次世代自動車テクノロジーが
他産業や地域経済に与える影響を明らかに
することにより、各国及び各地域の特性に合
わせた次世代自動車産業振興の政策立案が
可能となる。  
先端科学技術がもたらす経済効果につい

ては、国際科学振興財団(1986)が産業連関モ
デルを用いて、国内産業のハイテク化がもた
らす国際的波及効果を明らかにしている。次
世代型自動車出現による自動車需要変化（溝
口等(2006)）、環境負荷削減効果（三好等
(2008)、徳永等(2008)）、及びライフサイクル
分析などについて既存研究はみられる。 
しかしながら、次世代型自動車の地域別の

生産技術構造の変化や国際的な技術移転や
技術伝播拡散がもたらす経済効果について
は、経済モデルを用いて計測した例はほとん
どないため、研究の蓄積が期待されていた。 
 
２．研究の目的 
本研究では、次世代自動車テクノロジーの

経済効果を計測するための空間応用一般均
衡モデルを開発し、我が国及びアジア地域を
対象として、従来型自動車から次世代型自動
車へのテクノロジーシフトがもたらす経済
効果や環境負荷に与える影響を明らかにす
る。 
次世代自動車のテクノロジー情報を収集

し、次世代の自動車産業及び関連産業のテク
ノロジーを特定化する。次世代自動車産業を
具体化した産業連関モデルや応用一般均衡
モデルを用いて、日本、韓国、豊橋市などの
様々な国・地域レベルで、次世代自動車の生
産や利用、そして技術移転や技術伝播拡散が
もたらす影響を計測する。 
 
３．研究の方法 
(1)次世代自動車の技術変化を考慮した多地
域産業連関モデル 
次世代乗用車の地域生産の経済波及効果

を分析する。ある地域における「乗用車」の
生産技術の変化が考慮される。例えばＡ地域
でハイブリッド乗用車が生産された場合や
Ｂ地域で電気乗用車が生産された場合など
の経済効果を区別して計測する。 
特定地域の生産技術変化の経済効果を分

析できるチェネリー・モーゼス型のモデルを
用いる。地域の技術変化を投入係数の変化  
によって与え、需要１単位の増加がもたらす
生産誘発額を求める。また、次世代乗用車の
生産が本格化すると、部品産業の立地や交易
パターンにも変化が生じる。これを地域間交
易係数の変化として与える。地域間競争移入
型の均衡産出モデルを用いて、変化した技術
係数と交易係数の下における生産誘発額を

導出する。 
(2)次世代自動車の技術変化を考慮した空間
応用一般均衡モデル 
多地域間の輸送ネットワークを考慮した

空間応用一般均衡モデルを構築する。本モデ
ルでは、ネットワークの距離情報と地域間の
交易情報に用いて輸送費が求められる。地域
間産業連関表を用いて、シミュレーションモ
デルがキャリブレーションにより特定化さ
れる。 
モデルの基本的な前提は以下のとおりで

ある。複数の地域により構成されている経済
を想定する。この経済には、家計部門、生産
部門、及び流通・輸送部門が存在する。生産
部門は大きく一般財と輸送サービスにわけ
られる。政府部門は存在しないものとする。 
経済の初期賦存として労働と資本が存在

する。労働と資本は、産業間で移動可能と仮
定する。財と生産要素の価格は、完全競争均
衡で決定される。地域間の財の移出入から、
輸送サービスの需要が派生する。単位輸送コ
ストは内生的に決定される。 
各地域で財が生産されるが、同一の生産部

門で生産されたものであれば、これらの財の
差別化は行われない。それゆえ、地域間の財
の移出と移入は外生的な地域間交易係数に
よって決定される。地域間の財の取引は輸送
部門によって行われる。すべての地域は、輸
送ネットワークを介して接続されている。輸
送ネットワークは、ノードとリンクから構成
される。 
二つの地域間を結ぶ輸送経路は１つとし、

輸送リンクの距離は外生的に与えられる。次
世代自動車テクノロジーの変化は、生産関数
の技術係数の変化としてモデルに組み込ま
れる。 
ハイブリッド自動車や電気自動車に代表

される次世代自動車に注目し、次世代自動車
の生産が地域経済に及ぼす影響を評価する。 
(3)環境への影響を考慮した一般均衡モデル 
地球環境やエネルギー資源に対する意識

の高まりから、電気自動車が注目されている。
電気自動車はグリーンな自動車と表現され
るように、環境面でのメリットが多く見られ、
窒素酸化物などの排出ガスが少ないことか
ら、内燃機関自動車が従来抱えてきた大気汚
染問題の緩和に大きく役立つと期待されて
いる。しかし、電気自動車は電池交換が必要
となるため、ライフサイクルアセスメントの
観点からは、ガソリン車よりも環境負荷が大
きくなる可能性も指摘されている。 
豊橋市を対象とした応用一般均衡モデル

を開発して、電気自動車社会に寄与する産業
への補助金や炭素税を導入した場合の効果
を分析する。 
(4)技術伝播拡散を考慮した空間応用一般均
衡モデル 
技術が経済システムを波及するプロセス

を考えると、市場メカニズムを介する場合と、
市場メカニズムを介せずに、企業間、産業間



の相互作用による外部性によって普及する
場合がある。前者は特許等の取引により代表
される伝播拡散であり、後者は技術が体化さ
れた機械や中間財を企業が購入する需要径
路あるいは技術が体化された製品等の供給
径路を介して、間接的に外部性として伝播拡
散が生じる場合である。後者の別の例として
は、科学知識がもつ公共財的性質から生じる
スピルオーバーがあげられる。 
技術伝搬拡散効果を考慮した空間応用一

般均衡モデルの定式化を行う。地域産業に生
起するマーシャル型の技術進歩が、自地域の
みならず、他の地域の生産活動にも外部性と
して伝播拡散する効果を組み込み、空間的に
技術が伝播拡散するモデルを開発する。 
 
４．研究成果 
(1)多地域産業連関分析の結果 
 韓国の自動車産業の技術投入の構造を明
らかにした。乗用車部門は、自動車車体・部
品から 27.4%、内燃機関 13.3%、電池 0.7%、
モーター・電気機械 0.1%の投入により乗用車
を生産している（図１）。 
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図１ 韓国の自動車産業の投入構造 

 

ハイブリッド自動車の生産を韓国 16 地域
の各地域で行った場合の生産誘発額を計測
する。例えば、3 京畿道においてハイブリッ
ド自動車のみを生産した場合、韓国全体の生
産誘発額は 2.587 兆ウォンとなり、従来型自
動車ケースの 2.574 兆ウォンよりも大きい。
この生産誘発額の地域別内訳をみると3京畿
道と 13 蔚山における誘発が大きいが、従来
型自動車ケースに比べると、13 蔚山地域では
生産誘発額は若干減少する。 
3京畿道と13蔚山でハイブリッド自動車を

生産すると、各地域にもたらされる経済効果
により大きな格差が生じる。例えば、13蔚山
でハイブリッド自動車が生産されると、韓国
全体では生産誘発額が増加する。地域別にみ
ると、13 蔚山では生産誘発額は減少し、1ソ
ウル、3京畿道、14 慶南では生産誘発額は増
加する。ハイブリッド自動車を 13 蔚山で生
産すると、相対的に、モーターや二次電池の
生産によって齎される経済効果の一部が、電

気機器産業が比較的多く立地する蔚山以外
の地域へ漏れ出している。 
電気自動車の生産を地域別に行う場合も

経済効果に地域的な格差が生じる。ハイブリ
ッド自動車のケースに比べると、その格差は
大きくなっている（図２）。 
例えば、3 京畿道で電気自動車を生産した

場合、韓国全体では生産誘発額が減少し、3
京畿道では生産誘発額がより大きく減少す
る。同様に、13 蔚山で電気自動車を生産した
場合、韓国全体の生産誘発額は減少するが、
13 蔚山の減少の影響はより大きい。 
全般的に、電気自動車の生産により、韓国

全体の生産誘発額は減少する傾向がある。し
かし、地域別にみれば、1 ソウルや 5 忠北で
は、電気関連産業の生産規模が比較的大きく、
自動車部門の生産規模はそれほど大きくな
いため、生産誘発額は増加する傾向にある。 
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図２ 次世代自動車生産の影響（韓国） 

 

(2)空間応用一般均衡分析の結果 
日本の９地域を対象として「乗用車」部門

がハイブリッド乗用車を生産した場合の生
産額の変化を分析した。産業別の効果をみる
と、ハイブリッド乗用車を生産した場合には、
「自動車部品・同付属品」の生産が若干減少
する一方で、「その他の電気機械」、「産業用
電気機械」の生産が増加している。 
ハイブリッド乗用車では、内燃機関に加え

て、モーターや充電池が装備されるため、モ
ーターや充電池を生産する部門の生産が増
加するが、相対的に内燃機関の関連部品を生
産する部門の生産は若干減少する傾向がみ
られる。 
地域別の効果をみると、全ての地域で生産

が増加し、とくに中部地域での生産増加が大
きくなっている。ハイブリッド乗用車により、
乗用車部門の投入財が増えるため、全体的に
生産が増加する傾向がみられる。同様に、「乗
用車」部門がすべての地域で電気乗用車を生
産した場合の生産額の変化率を計測した。 
ハイブリッド乗用車を生産する場合には、

全般的に生産にはプラスのインパクトをも
たらし、電気乗用車を生産する場合には、負
のインパクトを与える傾向がみられた。特に、
電気乗用車を全国で生産する場合には、自動
車産業が集積している中部地域の生産活動
に大きな影響がもたらされることが示され
た（図２）。  
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図２ 次世代自動車生産の影響（日本） 
 
 (3)豊橋市の応用一般均衡分析の結果 
豊橋市における補助金による電気自動車

社会への転換は、電気自動車製造、太陽光発
電、コジェネレーション、電気自動車輸送、
その他輸送の産出量を増加させる結果とな
った。それと代替する形で鉱業、石油・石炭
製品などの産出量は減少している。また家計
部門においては電気自動車の購入が増加す
る結果となった。 
しかし多量のCO2を排出する産業の生産増

加に伴い、CO2 の総排出量はわずかながら増
加する。これは省資源型の電気自動車普及に
よるリバウンド効果と解釈される。 
一方、炭素税を導入したケースでは追加的

補助金の対象となる産業の産出量を増加さ
せ、多くの CO2 を排出する鉄鋼業、電力、そ
の他窯業・土石製品産業の産出量を減少させ
た。その結果、総産出量は若干減少している。
しかし同時にCO2総排出量の減少も見られた。
これは価格インセンティブ効果から多くの
CO2 を排出する産業の産出量が減少したため
である。 
(4)技術伝播拡散効果の空間モデル 
複数の地域から構成される空間応用一般

均衡モデルを構築した。この経済には、企業
にとっては外部的、産業にとっては内部的な
マーシャル型外部性が発生している。この外
部性は、産業の規模、すなわち産業内の総労
働投入量に依存する。企業の主体的行動では、
この外部性は所与とみなされる。また、この
経済には伝播拡散による外部性が存在する。
この外部性は、当該産業の生産性ばかりでな
く、地域を超えて、前方と後方の関連産業に
形成される生産性向上にも影響を与える。 
次のような条件のもとで非負の価格ベク

トルが存在するときに、市場は均衡状態にあ
るとする。各家計が所得で購入することがで
きる財の組み合わせの範囲内で満足が最大
である。企業が生産技術を前提条件に、利潤
を最大化している。各財と労働に正の超過需
要あるいは超過供給は存在していない。マー
シャルの外部性と伝播拡散外部性がすべて
の地域、産業に漏れなく重複なくいきわたっ
ている。各地域の企業総数は与えられる。地

域内の産業間の企業の参入・退出により、均
衡時には各企業の利潤レベルは等しくなる。 
ある地域の産業レベルで生じる規模拡大

による外部性は、同産業の生産性を向上させ
る。この外部性は、自地域内の当該産業のみ
ならず、地域を超えて、当該産業の前方（供
給側）及び後方（需要側）の関連する産業に
も外部性を誘発させる。そして、それら関連
産業とそれぞれにおいて生起するマーシャ
ルの外部効果が、リパーカッションとして当
該産業に返ってくる。この効果を空間応用一
般均衡モデルに組み込み定式化を行った（図
３）。 
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図３ 伝播拡散の概念図 

 

ある産業で生じた外部性は、ある産業から
別の産業へと多段階的に伝播拡散するが、そ
の結果を再帰式により導出した。マーシャル
の外部効果が伝播拡散した結果が、全地域全
産業の外部性ベクトルと投入構造ベクトル
に依存することが明らかとなった。具体的な
数値例を用いてシミュレーションを行うこ
とが今後の研究課題である。 
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